
平成 3 0年第 10 回南島原市教育委員会定例会

日時 平成 3 0年 10 月 2 9日 (月) 午後 1時 3 0分
場所 南有馬庁舎 2階会議室

議事日程

第 1 開会

第 2 前回会議録の承認

第 3 会議録署名人の指名

第4 教育長報告

第 5 議案審議
議案第40号 南島原市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例について
議案第41号 南島原市就学援助事務取扱要綱の制定について
議案第42号 南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部を改正する告示に

‘)いて

第 6 その他
(1) 準要保護児童生徒就学援助の申請について
(2) 次回教育委員会定例会の開催について
(3) その他

第 7 閉会



南島原市教育委員会定例会教育長報告

○平成 3 0年 9月の諸会議並びに諸行事

19日(水 )10:00定例教育委員会 (南有馬庁舎)

13:30学校訪問(有家中学校)

16:00国体選手、障害者大会選手壮行会 (西有家庁舎)

16:40心のふるさと交流事業市長報告会 (西有家庁舎)

20日(木 )9;00 史跡原城跡・日野江城跡専門委員会 (南有馬庁舎)

10:00議会開会 (有家庁舎)

21日(金 )13:30学校訪問(有家小学校)

23日(日)17:30島原高校剣道部祝賀会 (島原市)

25日(火 )10:00議会一般質問(有家庁舎)

26日(水 )10:00議会一般質問(有家庁舎)

13:30平成 3 0年度地区別教育長・校長合同研修会 (大村市)

27 日 (木 )10:00 議会一般質問・議案質疑・委員会付託 (有家庁舎)

○平成 3 0年 10 月の諸会議並びに諸行事

1 日(月 )8:50 南島原市立小学校秋季運動会 (市内各小学校)

10:00議会文教・厚生委員会 (有家庁舎)

2 日 (火 )10:45 平成 3 0年度第 5回校長会研修会 (コレジョホール)

3 日(水 )9:30 南島原市中学校総合体育大会駅伝競走(諌早市)
14:00平成 3 0年度第2回社会教育委員兼公民館運営審議会会議(南有馬庁
舎)

18:30大韓民国国慶日レセプション (福岡市)

5 日(金 )13:00世界遺産登録推進県民会議 (長崎市)

7 日(日)9:00 第 13 回加津佐町民体育祭 (加津佐グラウンド)

9 日 (火 )13:00 平成 3 0年度第 6回教頭会研修会 (コレジョホール)



10日(水 ) 終日九州都市教育長協議会定期総会並びに研究大会 (~10/12)( 大
分県別府市)

14日(日)9:00 第 10 回北有馬町民運動会 (ふれあい交流広場グラウンド)

15 日 (月 )14:00 県知事、県議会議長への要望 (長崎市)

16日(火 )10:00部局長会議 (西有家庁舎)

14:25世界遺産登録記念講演会 (ロ加高校)

17日(水 )10:00議会閉会 (有家庁舎)

18日(木 ) 終日平成遣欧少年使節海外派遣事業 (~2 6日)(イタリア)

19日(金 )16:30島原地区退職・現職校長会教育懇談会 (島原市)

20日(土 )9:00 第 8回南島原市長杯ゲートボール大会 (西有家町新港近隣公園内ゲー
トボール場 )

21 日 (日 )12:00 小川雅山氏毎日書道展審査会員昇格祝賀会 (マーキーズ)

22日(月 )13:30学校訪問 (北有馬中学校)

23日(火 )9:20 校長面談 (~2 4 日)(南有馬庁舎)

25日(木 )13:00平成 3 0年度「ふるさとの未来を担う高校生育成事業」中間報告会
(島原湖南高校)

16:30加津佐中学校卓球部全国大会出場報告(西有家庁舎)

26日(金 )18:00県教育委員会との懇話会 (長崎市)

27日(土 )15:20平成 3 0年度島原高校同窓会及び懇親会 (島原市)

28 日 (日 )12:00 有家町文化祭開会式 (コレジョホール)



議案第 4 0号

南島原市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例につい

て

提案理由

子ども・子育て支援法施行令及び子ども・子育て支援法施行規則の一部

改正に伴い、所要の改正をするもの。

平成 3 0年 10 月 2 9 日提出

南島原市教育委員会

教育長 永田 良二



南島原市立幼稚園保育料…窮致収条例の一部を改正する条例

南島原市立幼稚園保育料等徴収条例 (平成18年南島原市条例第72号)の一部を次の

ように改正する。

別表第 1備考第 2項中「免除された者」の次に「並びに同項第11号イ中「夫と死別

し、若しくは夫と離婚した後女骸因をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政

令で定めるもの」とあるのを「女骸園こよらないで習:となった女子であって、現に女骸因

(届出をしていないが、事実上女骸因関係と同様の事情にある場合を含む。) をしてい

ないもの」と読み替えた場合に同法第295条第 1項 (第 2号に係る部分に限る。以下同

じ。)の規定により当該所得割が課されないこととなる者及び同法第292条第 1項第12

号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後女骸因をしていない者又は妻の生死の明ら

かでない者で政令で定めるもの」とあるのを「女骸因によらないで父となった男子であ

って、現に女骸因 (届出をしていないが、事実上女骸因関係と同様の事情にある場合を含

む。)をしていないもの」と読み替えた場合に同法第295条第 1項の規定により当該所

得割が課されないこととなる者」を加え、同表備考第 3項中「いう」を「いい、市町

村E新見所得割合算額を算定する場合には、次の各号により算定するものとする」に改

め、同項に第 1号及び第 2号として次の 2号を加える。

(1)支給認定保護者又は当該支糸錆忍定保護者と同一の世帯に属する者が指定都市

(地に方自治法 (昭和22全戸≧癌律第67号)第252条の19第 1項の指定都市をいう。以下

同じ。)の区域内に住所を有する者であるときは、これらの者を指定都市以外の

市町村の区域内に住所を有する者とみなして、市町村E悲境所得割合算額を算定す

るものとする。

(2)支糸編激走保護者又は当該支糸鋸忍定保護者と同一の世帯に属する者が地方税法第

292条第 1項第11号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後女骸因をしていない

者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「女骸因によら

ないで母となった女子であって、現に女骸因 (届出をしていないが、事実上女骸因関

係と同様の事情にある場合を含む。)をしていないもの」と読み替えた場合に同

号イに該当する所得割の納税義務者又は同項第12号中「妻と死別し、若しくは妻

と離婚した後女骸因をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定める

もの」とあるのを「女骸因によらないで父となった男子であって、現に婚姻 (届出

をしていないが、事実上女骸因関係と同様の事情にある場合を含む。) をしていな

いもの」と読み替えた場合に同号に該当する所得割の糸轄鵜訪努者であるときは、
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同法第314条の2第 1項第 8号に規定する額 (その者が同法第292条第 1項第11号

イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後ゑ骸因をしていない者又は夫の生死の

明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「女骸園こよらないで母となった

女子であって、現に女骸因 (届出をしていないが、事実上女骸因関係と同様の事情に

ある場合を含む。)をしていないもの」と読み替えた場合に同法第314条の2第3

項に該当する者であるときは、同項に規定する額①に同法第314条の3第 1項に規

定する率を乗じて得た額を控除するものとする。

附 則
碗←行期日)

1 この条例は、公布の日から施行する。

(経塞過措置)

2 改正後の南島原市立幼稚園保育料等徴収条例の規定は、平成30年 9月分以後の保

育料について適用する。

- 2 -



南島原市立幼稚園保育料等徴収条例の一部を改正する条例 新旧対照表

新 旧

別表第 1( 第 3条関係)

2 この表において、「市町村民税の所得割を課されない者」とは、支

給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者につ
いての特定教育・保育のあった月の属する年度 (特定教育・保育の

あった月が 4月から8月までの場合にあっては、前年度) 分の地方

税法 (昭和25年法律第226号)の規定による市町村民税 (同法の規定

による特別区民税を含む。以下同じ。) の同法第292条第 1項第 2号

に掲げる所得割 (同法第328条の規定によって課する所得割を除く。

以下同じ。) を課されない者 (市町村 (特別区を含む。) の条例で定

めるところにより当該所得割を免除された者並びに同項第11号イ中

「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫

の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻に

よらないで母となった女子であって、現に婚姻 (届出をしていない

が、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。)をしていない

もの」と読み替えた場合に同法第295条第 1項 (第 2号に係る部分に

限る。以下同じ。)の規定により当該所得割が課されないこととなる

者及び同法第292条第 1項第12号中「妻と死別し、若しくは妻と離婚

した後婚姻をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で

定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで父となった男子であっ

て、現に婚姻 (届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情

にある場合を含む。)をしていないもの」と読み替えた場合に同法第

別表第 1( 第 3条関係)

2 この表において、「市町村民税の所得割を課されない者」とは、支

給認定保護者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者につ
いての特定教育・保育のあった月の属する年度 (特定教育・保育の

あった月が 4月から8月までの場合にあっては、前年度) 分の地方

税法 (昭和25年法律第226号)の規定による市町村民税 (同法の規定

による特別区民税を含む。以下同じ。) の同法第292条第 1項第 2号

に掲げる所得割 (同法第328条の規定によって課する所得割を除く。

以下同じ。) を課されない者 (市町村 (特別区を含む。) の条例で定

めるところにより当該所得割を免除された者を含むものとし、当該

所得割の割賦期日において同法の施行地に住所を有しない者を除

く。) をいい、「養育里親等」日ま、児童福祉法 (昭和22年法律第 16

4号)第 6条の 3第 8項に規定する小規模住居型児童養育事業を行う

者、同法第 6条の 4第 1号に規定する養育里親又は同法第 7条第 1

項に規定する児童福祉施設 (乳児院、児童養護施設、児童心理治療

施設及び児童自立支援施設に限る。) の長をいう。
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295条第 1項の規定により当該所得割が課されないこととなる者を

含むものとし、当該所得割の割賦期日において同法の施行地に住所

を有しない者を除く。) をいい、「養育里親等」とは、児童福祉法 (昭

和22年法律第164号)第 6条の 3第 8項に規定する小規模住居型児童

養育事業を行う者、同法第 6条の4第 1号に規定する養育里親又は

同法第 7条第 1項に規定する児童福祉施設 (乳児院、日童養護施設、

児童心理治療施設及び児童自立支援施設に限る。) の長をいう。

3 この表において、「市町村民税所得割合算額」とは、支給認定保護

者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者についての特定
教育・保育のあった月の属する年度 (特定教育・保育のあった月が

4月から8月までの場合にあっては、前年度) 分の地方税法の規定

による市町村民税の同法第292条第 1項第 2号に掲げる所得割の額

(子ども・子育て支援法施行規則 (平成26年内閣府令第44号)第20

条の規定により控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加

算した額とする。)を合算した額をいい、市町村民税所得割合算額を

算定する場合には、次の各号により算定するものとする。

(1) 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属す

る者が指定都市 (地方自治法 (昭和22年法律第67号)第252条の1

9第 1項の指定都市をいう。以下同じ。) の区域内に住所を有する

者であるときは、これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に

住所を有する者とみなして、市町村民税所得割合算額を算定する

ものとする。

3 この表において、「市町村民税所得割合算額」とは、支給認定保護

者及び当該支給認定保護者と同一の世帯に属する者についての特定

教育・保育のあった月の属する年度 (特定教育・保育のあった月が

4月から8月までの場合にあっては、前年度) 分の地方税法の規定

による市町村民税の同法第292条第 1項第 2号に掲げる所得割の額

(子ども・子育て支援法施行規則 (平成26年内閣府令第44号)第20

条の規定により控除をされるべき金額があるときは、当該金額を加

算した額とする。) を合算した額をいう。
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(2) 支給認定保護者又は当該支給認定保護者と同一の世帯に属す

る者が地方税法第292条第 1項第11号イ中「夫と死別し、若しくは

夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となっ

た女子であって、現に婚姻 (届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある場合を含む。)をしていないもの」と読み替

えた場合に同号イに該当する所得割の納税義務者又は同項第12号

中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又

は妻の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚

姻によらないで父となった男子であって、現に婚姻 (届出をして

いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。) をし

ていないもの」と読み替えた場合に同号に該当する所得割の納税

義務者であるときは、同法第314条の 2第 1項第 8号に規定する額

(その者が同法第292条第 1項第 11号イ中「夫と死別し、若しくは

夫と離婚した後婚姻をしていない者又は夫の生死の明らかでない

者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらないで母となっ

た女子であって、現に婚姻 (届出をしていないが、事実上婚姻関

係と同様の事情にある場合を含む。)をしていないもの」と読み替

えた場合に同法第314条の 2第 3項に該当する者であるときは、同

項に規定する額)に同法第314条の 3第 1項に規定する率を乗じて

得た額を控除するものとする。
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○南島原市立幼稚園保育料鯛教収条例
平成18年 3月31日条例第72号

改正
平成22年12月20日条例第36号
平成27年10月 9日条例第21号
平成28年10月 7日条例第43号
平成29年 6月30日条例第19号

南島原市立幼稚園保育料鯛教収条例
(目的)
第 1条 この条例は、南島原市立学校鵡双対置条例 (平成18年南島原市条例第71号)に基づき設対置
する南島原市立幼稚園 (以下「幼稚園」という。)の保育料及び一日掃頂かり保育料の徴収に
ついて必要な事項を定めることを目的とする。
(定義)
第2条 この条例における用語の意義は、子ども・子育て支援法 (平成24仝副癌律第65号。以下
「法」という。) において使用する用語の例による。
(保育料等)
第3条 幼稚園においては、別表第 1に定める保育料及び別表第2に定める一日料頂かり保育料
(以下「保育料等」という。)を徴収する。
(保育料等の糸断寸方法)
第4条 保育料は、幼児の入園の月から保育の終了又は退園の月まで毎月納付しなければなら
ない。ただし、各年の 8月に納ィ寸すべき保育料については、翌月に納イ寸することができる。
2 一日籍負かり保育料は、利用した日数に応じて、利用した翌現に納付しなければならない。
3 既に糸酬寸された保育料等磯還付しない。ただし、市長が特別の事情があると認めたときは、
この限りでない。

(月の中途において入退園した場合の保育料)
第 5条 月の中途において、入園し、又は退園した場合におけるその月の保育料は、日割計算
により算定した額とする。ただし、その額に10円未満の端数が生じるときは、これを切り捨
てるものとする。

(保育料等の減免)
第6条 市長は、特別の事情により保育料等の納付が困難であると認められる者に対しては、
保育料等を減免することができる。
(委任)
第 7条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、ガ頭1」で定める。
聞寸貝1」
(施行期日)
1 この条例は、平成18年 3月31日から施行する。
(経電過措置)
2 この条例の施行の日の前日までに、合併前の幼稚園授業料鯛鞠収条例 (昭和44年西有家町
条例第 3号)、幼稚園保育料…窮致収条例 (昭和53年北有馬町条例第15号)、幼稚園保育料等
徴収条例 (昭和48年ロ之津町条例第24号)又み灘幼稚園保育料鯛致収条例 (昭和41年加津佐町
条例第17号)の規定によりなされた処尼分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規
定によりなされたものとみなす。
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附 則 (平成22年12月20日条例第36号)
この条例は、平成23年 4月 1日から施行する。
附 則 (平成27年10月 9日条例第21号)
施行期日)
1 この条例は、平成28年 4月 1日から施行する。

(経過措置)
2 平成28年度分の保育料に限り、改正後の別表第 1の規定の適用については、同表中
「14,100」とあるのは 「10,100」 と、 「19,500」とあるのは 「15,500」 と、 「23,100」 とあ

るのは「19,100」とする。

附 則 (平成28年10月 7日条例第43号)
施瀞刊期日)
1 この条例は、公布の日から施行する。
(経過措置)
2 改正後の南島原市立幼稚園保育料常致収条例の規定は、平成28年 4月分以後の保育料につ
いて適用する。
附 則 (平成29年 6月30日条例第19号)
　　　　　　
1 この条例は、公布の日から施行する。

(経革過措置)
2 改正後の南島原市立幼稚園保育料鯛致収条例の規定は、平成29年4月分以後の保育料につ
いて適用する。
別表第1(第3条関係)
法第19条第 1項第 1号の認定を受けた小学擁輔虎学前子ども (以下「教育認定子ども」とい
う。)の保育*幡額表

(単位 :円)

特定教育・保育のあった月の支糸鋸忍定保護者の階層区分 保育*轄頂
(月額D

階層区分 定義

第1階層 宅密呆護者である支糸錆忍定保護者 0

第2階層 第 1階層を除き、市町村民税の所得割を課されない
者又は養育里親等である支糸鋸認定保護者

3,000

第3階層 第1階層を
除き、市町
村民税所得
割合算額が
次の区分に
該当する支
給認定保護

77,101円未満 14,100

77,101円以上

211,201円未満

19,500第4階層

211,201円以上 23,100第5階層
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者

備考
1 この表において、「被保護者」とは、生活保護法 (昭和25年法律第144号)第 6条第 1
項に規定する被保護者をいう。
2 この表において、「市町村民税の所得割を課されない者」とは、支系錆忍定保護者及び当
該お薪銅忍定保護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・保育のあった月の属する
年度 (特定教育・保育のあった月が4月から8月までの場合にあっては、前年度)分の地
方税法 (昭和25全科獅律第226号)の規定による市町村民税 (同法の規定による特別因果税
を含む。以下同じ。)の同法第292条第 1項第2号に掲げる所得割 (同法第328条の規定に
よって課する所得割を除く。以下同じ。)を課されない者 (市町村 (特別区を含む。)の
条例で定めるところにより当該所得割を免除された者並びに同項第11号イ中「夫と死別し、
若しくは夫と寓鰍昏した後女骸因をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定め
るもの」とあるのを「女骸因によらないで母となった女子であって、現に女骸因 (届出をして
いないが、事実上女骸因関係と同様の事情にある場合を含む。)をしていないもの」と読み
替えた場合に同法第295条第 1項 (第 2号に係る部分に限る。以下同じ。)の規定により
当該所得割が課されないこととなる者及び同法第292条第 1項第12号中「妻と死別し、若
しくは妻と寓骸昏した後女骸因をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で定める
もの」とあるのを「女骸因によらないで父となった男子であって、現に女骸因 (届出をしてい
ないが、事実上女骸因関係と同様の事情にある場合を含む。)をしていないもの」と読み替
えた場合に同法第295条第 1項の規定により当該所得割が課されないこととなる者を含む
ものとし、当該所得割の割賦期日もこおいて同法の施キ刊也に住所を有しない者を除く。)を
いい、「養育里親等」とは、児童福祉法 (昭和22全戸だ癌律第164号)第 6条の3第8項に規
定する小規模住居型児童養育事業を行う者、同法第6条の4第1号に規定する養育里親又
は同法第 7条第 1項に規定する児童福ネ蛎錆設 (乳児院、児童養言動編設、児童心理治療施錆没
及び児童自立支援施錆設に限る。)の長をいう。
3 この表において、「市町村E薪孔所得割合算額」とは、支糸銅忍定保護者及び当該お殊錆忍定
保護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・保育のあった月の属する年度 (特定
教育・保育のあった月が4月から8月までの場合にあっては、前年度)分の地方税法の規
定による市町村E税の同法第292条第 1項第 2号に掲げる所得割の額 (子ども・子育て支
援法施行対願リ(平成26年内閣府粁与第袈号)第20条の規定により控除をされるべき金額があ
るときは、当該金額を加算した額とする。)を合算した額をいい、市町村E粉乳所得割合算
額を算定する場合には、次の各号により算定するものとする。
(1) 支糸錆忍走保護者又は当該宛然編忍定保護者と同一の世帯に属する者が指定都市 (地方自
治法 (昭和22全科癌律第67号)第252条の19第 1項の指定都市をいう。以下同じ。)の区域内に
住所を有する者であるときは、これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者
とみなして、市町村E朝見所得割合算額を算定するものとする。
(2) 支糸鋸忍定保護者又は当該支糸錆忍定保護者と同一の世帯に属する者が地方税法第292条
第 1項第11号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後女骸因をしていない者又は夫の生死の
明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「女骸因によらないで母となった女子であって、
現に女骸因 (届出をしていないが、事実上女骸因関係と同様の事情にある場合を含む。)をしてい
ないもの」と読み替えた場合に同号イに該当する月形得割の糸醗絹疑努者又は同項第12号中「妻と

- 8 -



死別し、若しくは妻と寓鰍昏した後女骸因をしていない者又は妻の生死の明らかでない者で政令で
定めるもの」とあるのを「女骸因によらないで父となった男子であって、現に女骸因 (届出をして
いないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。)をしていないもの」と読み替え
た場合に同号に該当する所得割の糸朔尭義務者であるときは、同法第314条の2第 1項第 8号に
規定する額 (その者が同法第292条第 1項第11号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後
女骸因をしていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「女骸園こ
よらないで母となった女子であって、現に女骸因 (届出をしていないが、事実上女骸陳謝系と同様
の事情にある場合を含む。) をしていないもの」と読み替えた場合に同法第314条の2第3項
に該当する者であるときは、同項に規定する額)に同法第314条の3第 1項に規定する率を乗
じて得た額を控除するものとする。
4 支糸鋸忍定保護者又は当該麦菊糸鋸認定保護者と同一の世帯に属する者についての特定教育・
保育のあった月において要保護者等 (要保護者 (生活保護法第6条第2項に規定する要保
護者をいう。)その他子ども・子育て支援法施行夫難則第22条に定めるものをいう。以下同
じ。)に該当する場合における当該あ餅鍋認定保護者の階層が第2階層と認定された場合に
は、この表の規定にかかわらず当該階層の保育*幡頂を無料とし、当該麦党糸鋸激走保護者の階
層が第 3階層と認定された場合には、3,000円とする。
5 同一世帯に2人以上保育*幡額算定基準子ども物姉稚園、特別支援学校の幼稚部、保育所、
児ゴ童福祉法第43条の2に規定する児童心理治療施編没若しくは認定こども園に通い、在学し、
若しくは在珠籍する小学祷焔就学前子ども、特【効果育を受ける小学掬精就学前子ども、家庭的保
育事業等 0巳童福祉法第24条第2項に規定する家庭白研呆育事業等をいう。)による保育を
受ける小学痴蛎虎学前子ども、児童福祉法第6条の2の2第 2項に規定する児童発縫≦支援若
しくは同条第3項に規定する医療型児童発縫幸支援を受ける小学痴端就学前子ども又は小学校
(義務教育学校の前期課程を含む。)の第1学年から第3学年までに在学する子ども (以
下「小学校第3学年修了前子ども」という。)をいう。以下同じ。)がいる場合の支糸鋸忍
定保護者に係る次の各号に掲げる丸糸鋸認定子どもに関する保育*轄頂は、当該各号に定める
額とする。
(1) 次のア又はイに掲げる支系錦忍定子ども 当該お餅錆忍定子どもに関するこの表の額に
100分の50を乗じて得た額
ア 支糸鋸認定保護者に係る保育**頚算定基準子どものうち小学校第3学年修了前子ども
が1人のみである場合における最年長保育お*頚算定基趣!小学椀精就学前子ども (当該技
系鍋忍定保護者に係る保育素粘膜算定基準子どもである小勢宛就学前子どものうち最年長
者をいう。以下同じ。)である教育認定子ども
イ 支糸鋸忍定保護者に係る全ての保育**額算定基準子どもが小学極端就学前子どもの場合
における保育*端額算定基、龍一・学梅輔先学前子ども (当該支糸鋸忍定保護者に係る保育*幡頂
算定基準子どもである小学栃輔虎学前子どもをいう。以下同じ。)( 最年長保育*堵頂算
定基準小学椀輔光学前子どもを除く当該応餅銅忍定保護者に係る保育**頚算定基準リJ・学校
就学前子どものうち最年長者であるものに限る。以下同じ。)である党糸錆認定子ども
(2) 次のアからウまでに掲げる支糸鋸忍定子ども 0
ア 支糸鋸認定保護者に係る保育**頚算定基準子どものうちに小学校第3学年修了前子ど
もが2人以上いる場合における最年長保育素*頚算定基準小勢蛎就学前子どもである教
育認定子ども
イ 支糸錆忍定保護者に係る保育*轄頂算定基準子どものうちに小学校第3′学年修了前子ど
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もがいる場合における保育*幡額算定基準小学鞠就学前子どもである教育認定子ども
ウ 保育*幡額算定基準子ども (最年長保育*轄額算定基準小勤菊就学前子ども及び保育料
額算定基準 J・郭…釧端虎学前子どもを除く。)である支糸錆忍定子ども

6 特疋市皮監舗転写等 (子ども・子育て支援法施行令 (平成26年政令第213号)第14条の2第
1項に規定する特疋餅庭塩彰塾等をいう。以下同じ。)が2人以上いる場合の支系錆忍定保護
者 (市町村E競売所得割合算額が77,101円未満の場合に限る。)に係る次の各号に掲げる支
糸鋸忍定子どもに関する保育*轄頂は、当該各号に定める額とする。
(1) 次のア又はイに掲げる支糸鋸忍定子ども 当該お球鋸忍定子どもに関するこの表の額に
100分の50を乗じて得た額 (子ども・子育て支援法施行令第4条第 1項第4号及び第2
項第 7号、第 6条第 1項第 4号、第 7条第 1項第 4号、第 9条第 1項第 7号、第11条第
1項第4号、第12条第 1項第 7号並びに第13条第 1項第4号及び第 2項第 7号に掲げる
支系錫忍定保護者に係る支糸鋸忍定子どもにあっては、0)
ァ 支系錆忍定保護者に係る特疋繍燐読護者等のうち小学鞠端就学前子ども以外の者が1人の
みである場合における最年長保育**頚算定基準小学擁炊就学前子どもである支糸鋸忍定子
ども
イ 支糸鋸忍定保護者に係る全ての特疋蘇皮監E護者等が小学栃焔就学前子どもの場合における
保育**頚算定基準小学栃端就学前子どもである支糸鋸忍定子ども
(2) 次のアからウまでに掲げる支糸鋸認定子ども 0
ァ 支糸鋸認定保護者に係る特疋蕊皮監舗彰葵等のうちに小学櫛端就学前子ども以外の者が2人
以上いる場合における最年長保育**頚算定基準小学擁焔就学前子どもである支糸鋸忍定子
ども
イ 支糸鋸忍定保護者に係る特疋モ皮監舗鰯塾等のうちに小学擁端就学前子ども以外の者がいる
場合における保育*轄頂;算定基準小学掬蛎比学前子どもである支糸鋸忍走子ども
ウ 保育*轄頂算定基準子ども (最年長保育*塙頂算定基雄小学悔端就学前子ども及び保育料
額算定慕婁準小学痴蛎虎学前子どもを除く。)である支糸錆忍定子ども

7 支糸錆忍定保護者又は当該お餅錆忍定保護者と同一の世帯に属する者が特定教育・保育のあ
った月において要保護者等に該当する場合における当該支糸編忍定保護者に関する前項の規
定の適用については、同項中「当該各号に定める額U とあるのは、「0」とする。
8 この表における保育*轄欝間に掲げる金額には、食事の宅匙共に係る負担金を含まない。
別表第2(第3条関係)
教育認定子どもの-日報負かり保育来期頚表

(単位 :円)

一日掃頃かり保育料 (土曜日・長期休業中) (日額印

100
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議案第 41 号

南島原市就学援助事務取扱要綱の制定について

提案理由

事務処理の見直しに伴い、南島原市要保護及び準要保護児童生徒等就学

援助事務取扱要綱を全部改正し、南島原市就学援助事務取扱要綱として制

定するもの。

平成 3 0年 10 月 2 9 日提出

南島原市教育委員会

教育長 永田 良二



南島原市就学援助事務取扱要綱
南島原市要保護及び準要保言劃色童生徒等就学援助費支給要綱 (平成18年南島原市教育委員会
告示第3号)の全部を改正する。
(目的)
第1条 この告示は、学校教育法 (昭和22年法律第26号。以下「法」という。)第19条の規定
に基づき、経済的な理由によって就学困難な児童生徒 (法第18条に規定する学齢児童又は学
齢生徒で南島原市立小中学校に在学し、南島原市に住所を有するものをいう。以下同じ。)
又は就学予定者 (南島原市立小中学校の就学予定者で南島原市に住所を有するものをいう。
以下同じ。)の保護者 (法第16条に規定する保護者をいう。以下同じ。)に対し、必要な援
助 (以下「就学援助」という。)を行うことにより、義務教育の円滑な実施を図ることを目
的とする。
(就学援助の対象者)
第2条 就学援助の支給対象となる者は、児童生徒又は就学予定者の保護者で、次の各号のい
ずれかに該当するものとする。
(1)生活保護法 (昭和25年法律第144号)第6条第2項の規定による要保護者 (以下「要保
護者」という。)
(2) 次のいずれかに該当する者 (以下「準要保護者」という。)
ア 前年度又は当該年度において、次のいずれかの措置を受けた者
(ア) 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止
(イ) 児童扶養手当法 (昭和36年法律第238号)第4条の規定に基づく児童扶養手当
の支給
(ウ) 国民年金法 (昭和34全戸だ獅律第141号)第89条及び第90条の規定に基づく国民年
金の掛金の減免
(エ) 長崎県税条例 (昭和47年長崎県条例第 7号)第23条の2の規定に基づく個人の
事業税の減免
(オ) 南島原耐兇条例 (平成18年南島原市条例第43号)第24条の規定に基づく市民税
のヲ稲課税又は同条例第51条の規定に基づく市民税の減免
(力) 南島原耐兇条例第71条の規定に基づく固定資産税の減免
(キ) 南島原市国民健康保ぼ窮発条例 (平成18年南島原市条例第狸号)第25条の規定に
基づく国民健麹康保険税の減免
(ク) 生活福祉資金による貸付け
イ ア以外の者で次のいずれかに該当し、要保護者に準ずる程度に困窮していると認めら
れる者
(ア) 失業対策事業適格者手帳を有する日雇労働者又は職業安定所登臨田雇労働者
(イ) その他生活状態が悪いと認められる者
(就学援助の費目)
第3条 就学援助は、次の各号に掲げる費目を対象とする。
(1)新入学児童生徒学用品費
(2)学用品費
(3)通学用品費
(4)ネ交外活動費
(5)修学旅行費
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(6)学複給食費
(7) 医療費 (学校保健安全法 (昭和33年法律第56号)第24条の規定に基づき、学校1剰健安
全法施行令 (昭和33年政令第174号)第8条に定める疾病)
(8)通学費
2 前項の規定にかかわらず、生活保言謝去第13条の規定により教育扶助を受けている保護者に
対しては、当該教育扶助を受けている部分に相当する就学援助は、行わない。
(就学援助の申請)
第4条 就学援助を受けようとする保護者は、南島原市教育委員会 (以下「教育委員会」とい
う。)が別に定める申請書に必要な書類を添えて、児童生徒が在学する学校又は就学予定者
が入学する予定の学校の校長 (以下「校長」という。)を経由して、教育委員会へ提出しな
ければならない。
(就学援助の認定)
第 5条 教育委員会は、前条の規定による申請があったときは、その内容について審査し、就
学援助認定の可否を決定し、その結果を校長及び保護者に通知するものどする。
2 前項の場合において、教育委員会は、必要に応じ、校長、民生委員及び福祉事務所の長の
意見を求めることができる。
(支給方法及び渦寺期)
第6条 教育委員会は、前条第 1項の規定による認定を受けた者 (以下「受給者」という。)
に第3条に規定する就学援助の費用 (以下「就学援助費」という。)を支給する。
2 就学援助費は、原則としてロ座勤辰込により、教育委員会が直直樹呆護者に対して支給する。
ただし、学複給食費は校長に、医療費は医療機関に対して支払う。
3 就学援助費の支給時期については、教育長が別に定める。
(申請内容の変更)
第7条 受給者は、就学援助を必要としなくなったとき又は申請内容に変更があったときは、
速やかに校長を経由して教育委員会に報告しなければならない。
(年度途中の認定及び支給額D
第8条 教育委員会は、転学、災害等により、年度の途中において就学援助費の支給を受けよ
うとする保護者については、第 4条及び第 5条の規定に準じて、その都度速やかに認定し、
就学援助費を支給しなければならない。
2 就学援助費は、申請のあった日の属する月 (以下この項において「申請月」という。) の
翌男から支給する。ただし、申請のあった日が申請月の初日である場合は、その月から支給
する。

信忍定の取消し)
第 9条 教育委員会は、要保護者及び準要保護者が次の各号のいずれかに該当する場合は、認
定を取り消し、校長及び保護者に通知するものとする。
(1) 要保護及び準要保言劃日童生徒が転出又は死亡したとき。
(2)就学予定者が南島原市立小中学校に入学しなかったとき。
(3) 第 2条各号の規定に該当しなくなったとき。
2 認定を取り消した場合の就学援助費の支給は、当該事由が発生した日の属する月の末日ま
でとする。ただし、当該事由が発生した日が月の初日の場合は、前月の末日までとする。
(委任)
第10条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が定める。
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附 則
この告示は、平成30年11月 1日から施行する。
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議案第 4 2号

南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部を改正する告示

について

提案理由

南島原市要保護及び準要保護児童生徒等就学援助費支給要綱の全部改正

に伴い、所要の改正をするもの。

平成 3 0年 10 月 2 9 日提出

南島原市教育委員会
教育長 永田 良二



南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部を改正する告示

南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱 (平成23年南島原市教育委員会告示第6号)の

一部を次のように改正する。

第2条中「南島原市要保護及び準要保護児童生そ憲就学援助費支給要綱 (平成18年南島原市

教育委員会告示第3号)」を「南島原市就学援助事務取扱要綱 (平成30年南島原市教育委員

会告示第 号)」に改める。

附 則

この告示は、平成30年11月 1日から施行する。
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南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱の一部を改正する告示 新旧対照表
新 1日

伎給対象者)
第2条 就学奨励費の支給対象者は、南島原市内に住所を有し、南島原市立小学校
及び中学校の特別支援学級に在宅籍する児童又は生徒の保護者で、生活保護法 (昭
和25全科方律第144号)第13条の規定忍こよる教育扶助又は南島原市就学援助事務取扱
要綱 (平成30年南島原市教育委員会告示第 号)の規定による就学援助費の支給
を受けていないものとする。

6ご給対象者)
第2条 就学奨励費の支給対象者は、南島原市内に住所を有し、南島原市立小学校
及び中学校の特別支援学級に在籍する児童又は生徒の保護者で、生活保護法 (昭
和25全日粁律第144号)第13条の規定による教育扶助又は南島原市要保護及び準要保
護児童牛そ海就学援助費支給要綱 (平成18年南島原市教育委員会告示第3号)の規
定による就学援助費の支給を受けていないものとする。

- 2 -



○南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱
平成23年 3月28日教育委員会告示第6号

南島原市特別支援教育就学奨励費支給要綱
(目的)
第1条 この告示は、南島原市立小勃交及び中学校の特別支援学級に在珠籍する日童及び生徒の
保護者の経済的な負担軽減を図り、もって特別支援教育の振興に資するため、就学奨励費を
支給することについて、必要な事項を定めることを目的とする。
伎給対象者)
第2条 就学奨励費の支給対象者は、南島原市内に住所を有し、南島原市立小学校及び中学校
の特別支援学級に在籍する児童又は生徒の保護者で、生活保護法 (昭和25全科蘇律第144号)
第13条の規定による教育扶助又は南島原市就学援助事務取扱要綱 (平成30年南島原市教育委
員会告示第 号)の規定による就学援助費の支給を受けていないものとする。
6ミ給対象費目)
第3条 就学奨励費は、次に掲げる費目を対象とする。
(1) 学用品費等
ア 学用品費
イ 通学用品費
ウモ交外活動費 (泊を伴わないもの)
(2)を党外活動費 (泊を伴うもの)
(3) 修学旅行費
(4) 新入学児童生徒学用品費
(5) 学複給食費
(6) 通学費
(7) 交通費
ア晴謝場実習交通費
イ 交流学習交通費
(支給区分)
第4条 就学奨励費の支給区分は、次のとおりとする。
(1) 収入額が需要額の2.5倍未満の保護者 前条第 1号から第 7号までに掲げる経費
(2) 収入額が需要額の2.5倍以上の保護者 前条第6号及び第 7号に掲げる経費
2 前項の「収入額もとは、特別支援学校への就学奨励に関する法律施行令 (昭和29年政令第
157号)第 2条の規定により文部科学大臣が定める算定方法の例により算定した保護者の属
する世帯の収入額をいい、同項の「需要額U とは、生活保言獣去第8条第 1項の規定により厚
生労働大臣が定める基準の例により測定した保護者の属する世帯の需要額をいう。
　　　　
第5条 就学奨励費の支給額は、毎年度国の定める特別支援教育就学奨励費補助金補助単価
(配分暇度葛動に準ずるものとする。
伎ヲ給方法及び澗慕期)
第6条 就学奨励費は、次に定める日影期に原則としてロ座振込により、教育委員会が南面蘭呆護
者に対して支給する。
(1) 学用品費等及び学機給食費は、学期中の月数分を学期末まで
(2) その他の費目は、その都度
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(報告)
第7条 支給対象者が保護する児童又は生徒が年度の途中で転学又は死亡等により支給を必要
としなくなったときは、勃交励ま、速やかに教育委員会へ報告しなければならない。

(その他)
第 8条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が定める。
聞寸貝1」
この告示は、平成23年 4月 1日から施行する。
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